
] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次表の
とおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、同表には含めていま
せん（（注２）参照）。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金預け金 666¶401¶399¶520 666¶401¶399¶520 0

] 買現先勘定 56¶990¶971¶770 56¶990¶971¶770 0

^ 金銭の信託 773¶938¶854¶054 776¶301¶875¶132 2¶363¶021¶078

_ 有価証券
満期保有目的の債券 739¶452¶430¶040 758¶714¶024¶400 19¶261¶594¶360

その他有価証券 675¶000¶000¶000 675¶000¶000¶000 0

` 買取債権 8¶609¶872¶917¶011

貸倒引当金（※１） � 48¶543¶910¶861

8¶561¶329¶006¶150 8¶591¶310¶046¶891 29¶981¶040¶741

a 貸付金 21¶355¶489¶345¶205

貸倒引当金（※１） � 493¶248¶022¶166

20¶862¶241¶323¶039 22¶062¶694¶649¶805 1¶200¶453¶326¶766

b 求償債権（※１） 8¶634¶262¶830 8¶634¶262¶830 0

c 年金譲受債権（※１） 118¶790¶944¶739 124¶967¶441¶703 6¶176¶496¶964

資産計 32¶462¶779¶192¶142 33¶721¶014¶672¶051 1¶258¶235¶479¶909
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イ 金融商品の内容及びそのリスク
当機構が保有する金融資産は、主として国内の個人に対する債権であり、顧客の契約不履行
によってもたらされる信用リスクに晒されており、また、当該債権の多くは、長期固定の住宅
ローン債権であり、期限前償還リスク、再調達リスク及びパイプラインリスク等の市場リスク
に晒されています。また、有価証券は主に債券であり、満期保有目的で保有しています。これ
らは、発行体の信用リスク及び市場リスクに晒されています。
当機構の調達手段である財投機関債等及び借入金は、一定の市場環境の下で調達できなくな
る場合などの流動性リスクに晒されています。
また、証券化支援業務及び融資業務におけるパイプラインリスクをヘッジする目的で、金利
スワップ取引を行っています。
ウ 金融商品に係るリスク管理体制
Ê リスク管理への取組
当機構では、組織的かつ横断的なリスク管理体制を整備するため、リスク管理を統括する
役員・部署を定めるとともに、リスクを定性面・定量面から適切に管理するために、個別リ
スクの管理を担当する役員・部署を定め、委員会を設置するなど必要な体制の整備に取り組
んでいます。具体的には、信用リスクの管理については、「信用リスク管理委員会」を、市場
リスク、流動性リスク及び運用先等信用リスクの管理については、「ＡＬＭリスク管理委員会」
を設置しています。これら各委員会では、個別リスクの状況をモニタリングするとともに、
個別リスクの管理に関する企画・立案等について審議しています。
また、個別リスクを統合的な観点から管理するために、統合的なリスク管理を担当する役
員・部署を定め、個別リスクの計量結果や管理状況等を全体として把握・評価し、定期的に
役員会に報告するなどの体制整備に取り組んでいます。
当機構では、個別リスクの定義、リスク管理の目的、体制、手法などのリスク管理に係る
基本的な体系を定めた「リスク管理基本規程」及び個別リスクごとの具体的なリスク管理の
体制、手法を定めたリスク管理規程を制定しています。個別リスクについてはこれらの規程
に基づき、その特性を踏まえた管理を実施するとともに、併せて、個別リスクを総体的に把
握、評価する統合的リスク管理に取り組んでいます。

Ë 信用リスク管理
当機構では、長期の住宅ローン債権を主な金融資産としていることから、債権の譲受け又
は与信が当機構の業務運営に長期にわたり重大な影響を与えることを認識し、債権の譲受け
若しくは与信の実施又は機構保有債権の管理に当たっては、各業務における規程等を厳正に
適用するとともに、信用リスク全体の把握、分析及び管理に努めることとしています。
信用リスクの管理を担当する部署は営業推進部門から独立性を確保し、買取審査、与信審
査、機構保有債権の管理及び回収並びに自己査定を適切に実施する体制を整備しています。
また、当機構における信用リスクの把握及び管理を的確に実施するため、機構保有債権につ
いてリスク・プロファイルに応じた区分を行い、この区分ごとに当該ポートフォリオに含ま
れる債権の属性分析、将来に発生しうる損失額の計測又は信用リスクに対応するためのコス
ト算定等を行っています。

Ì 市場リスク管理
当機構では、市場部門から独立したリスク管理部門を設置し、期限前償還リスク、再調達
リスク及びパイプラインリスクを適切に管理する体制を整備しています。期限前償還リスク
については、期限前償還モデルを活用することにより、期限前償還を推計するとともに証券
化や多様な年限による債券発行等によって管理を行い、再調達リスクについては、将来の金
利変動を加味した資産・負債のキャッシュ・フローを推計し、当該キャッシュ・フローによ

り発生する期間損益を計測するとともに、デュレーション等のリスク指標の定期的なモニタ
リングを実施することにより管理を行い、パイプラインリスクについては、証券化支援業務
及び融資業務においてヘッジ目的に限定した金利スワップ取引を実施し、管理を行っていま
す。

Í 流動性リスク管理
当機構では、資金繰りの状況は、資金繰り管理部門から独立したリスク管理部門が手元流
動性基準等の資金繰りに係る管理指標を制定し、モニタリングを実施しています。また、資
金繰りの逼迫度に応じた管理区分を設定し、管理区分に応じた対応を定めています。さらに、
緊急時の借入枠の設定等の調達手段を確保するとともに、資金繰りに影響を与える事態が生
じた場合の行動計画（コンティンジェンシー・ファンディング・プラン）を定めています。

Î 運用先等信用リスク管理
当機構では、運用先等の状況は、運用等の実施部門から独立した部門が運用先等信用リス
クの管理指標を制定し、モニタリングを実施しています。モニタリングの実施に当たり、余
裕金の国債、地方債、政府保証債等による運用については、保有債券の発行体の信用リスク
管理方法を定め、金利スワップ取引については、金利スワップ取引の取引先金融機関の信用
リスク管理方法を定めています。

エ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているた
め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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